
宇都宮市スポーツ広場整備補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市教育委員会の交付するスポーツ広場整備補助金（以下「補助金」という。）につ

いては，宇都宮市教育委員会補助金等交付規則（昭和４１年教育委員会規則第２号）に

定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。 

 （目的） 

第２条 この要綱は，スポーツ広場の設置等をしようとする者に対し，その費用の全部又

は一部を補助することにより，市民の健康増進と地域の交流促進を図ることを目的とす

る。 

 （定義） 

第３条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 ⑴ スポーツ広場 地域の子どもから高齢者まで不特定多数の住民の利用に供するため，

設置者が自主的に空地等を確保して設置する屋外の運動広場をいう。 

 ⑵ 設置者 スポーツ広場を設置しようとする自治会，体育協会等の公共的団体をいう。 

 （補助の種類） 

第４条 スポーツ広場の補助は，新規設置補助，増設補助及び改修補助とする。 

 （新規設置補助） 

第５条 スポーツ広場の新設設置補助は，設置者がスポーツ広場を新たに設置し，整備す

る場合における設置整備費に対する補助をいい，その基準は，次の各号のいずれにも該

当するものとする。 

⑴ 原則として，１自治会当たり１箇所のスポーツ広場であること。ただし，当該自治

会の存する区域内に既にスポーツ広場がある場合であっても，新たに設置整備する相

当の理由があるときは，この限りでない。 

⑵ 敷地面積が，１，５００平方メートル以内であること。 

⑶ 敷地の所有者との間に５年以上の使用貸借又は賃貸借の契約を締結できるものであ

ること。この場合において，農地を敷地として利用する場合には，あらかじめ，農地

法（昭和２７年法律第２２９号）第５条の規定による許可を受けているものとする。 

⑷ 住民が利用するものとして安全が確保できる場所であること。 



 （増設補助） 

第６条 スポーツ広場の増設補助は，設置者が既存スポーツ広場（スポーツ広場のうち，

この要綱又は宇都宮市高齢者スポーツ用広場整備補助金交付要綱（平成１３年４月１日

告示第１４４－２号）により補助を受けたスポーツ広場をいう。以下同じ。）を拡張し，

整備する場合における当該拡張部分の設置整備費に対する補助をいい，その基準は，次

の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 増設後の敷地面積の合計が，１，５００平方メートル以内であること。 

⑵ 増設部分の敷地の所有者との間に５年以上の使用貸借又は賃貸借の契約を締結でき

るものであること。この場合において，農地を敷地として利用する場合には，あらか

じめ，農地法第５条の規定による許可を受けているものとする。 

 （改修補助） 

第７条 スポーツ広場の改修補助は，設置者が既存スポーツ広場を補修し，又は改修する

必要が生じた場合における当該改修に係る費用に対する補助をいう。 

 （補助対象経費及び補助限度額） 

第８条 補助金の交付の対象となる経費は，スポーツ広場の敷地の整地に係る経費及びス

ポーツ広場の敷地の整地とともに行なう附帯設備に係る経費とし，その補助限度額は次

のとおりとする。ただし，手数料，負担金等の経費については対象から除くものとする。 

⑴ 新規設置補助及び増設補助 １平方メートル当たり１，０００円以内とし，１５０

万円を限度とする。 

⑵ 改修補助 原則として，１平方メートル当たり５００円以内とし，７５万円を限度

とする。 

 （補助の制限） 

第９条 スポーツ広場としてこの要綱に規定する補助を受けたものは，原則として，当該

補助を受けたときから２年間は，増設補助又は改修補助を受けることができない。 

 （補助の申請） 

第１０条 補助金の交付を受けようとする設置者は，補助金等交付申請書に次に掲げる書

類を添えて教育長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ 工事設計見積書の写し 



⑷ 敷地の位置図及び敷地内見取図 

⑸ 土地使用貸借契約書又は土地賃貸借契約書の写し 

⑹ 工事着手前の土地の状況写真 

 （実績報告） 

第１１条 補助金の交付決定を受けた設置者は，実績報告書に次に掲げる書類を添えて教

育長に提出しなければならない。 

⑴ 収支決算書 

⑵ 領収書の写し 

⑶ 工事中及び完了後の状況写真 

 （管理運営） 

第１２条 補助金の交付を受けた設置者は，当該施設を自主的に管理運営するとともに，

スポーツの指導普及に努めるものとする。 

 （廃止届） 

第１３条 設置者は，スポーツ広場敷地の使用貸借又は賃貸借の契約期間満了等により，

当該敷地を引き続きスポーツ広場として使用できなくなったときは，別に定めるところ

により教育長に届け出なければならない。 

 （様式） 

第１４条 この要綱に規定する申請書等の様式は，別に定める。 

 （補則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成２１年４月１日から適用する。 


